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要約：本研究では，通勤途中に保育所へ立ち寄ることを
考慮した送迎保育ステーション配置モデルを作成し，コ
スト最小となる送迎保育ステーションの配置場所を求め
る．横浜市鶴見区を事例として，送迎保育ステーション
を配置することによる，空き保育所の変化，待機児童の
変化を GISで可視化する．まず，送迎保育ステーション
やモデルを適用する横浜市鶴見区について述べる．次に，
保育所に対する需要量を推定するモデルを作成する．最
後に，保育所利用者側のコストとバスでの送迎コストの
総和が最小となる配置場所を求める問題を，総移動距離
最小化問題を基に定式化する．横浜市鶴見区を対象とし
て，得られた解から送迎保育ステーションの配置場所，
空き保育所や待機児童の変化を GISで可視化し，考察す
る． 
キーワード：少子化社会，待機児童，働く女性，送迎保
育ステーション，施設配置問題，GIS 
 
１ 序論 
近年，少子化問題は深刻となり，2005年には合計特殊
出生率 1.28と過去最低となった．このような事態となっ
た原因として，働く女性が増え，晩婚化や未婚化が進ん
だことが原因であると考えられている．一方，子どもの
数が減少しているのも関わらず保育所に入りたくても入
れない待機児童数は増加傾向にある．働く女性が増えた
ことによって，通勤途中に保育所がある等，立地が良い
場所に保育所利用者が集中していることが考えられる．
現在，このような問題を改善するために保育所から送迎
バスで指定保育所へ子どもを送迎する送迎保育ステーシ
ョンを様々な地域の保育所で実施し，空きがある保育所
の有効活用や待機児童の解消を図っている． 
本稿では，送迎保育ステーション配置モデルを作成し，
総移動距離最小化問題を基に定式化する．横浜市鶴見区
を対象として，得られた解から送迎保育ステーションの
配置，空き保育所や待機児童の変化を GIS で可視化し，
考察する． 
 
2 送迎保育ステーション 
送迎保育ステーションとは，朝は送迎保育ステーショ
ンで子どもを預け，保育所からバスで指定保育所へ送迎
する．日中は指定保育所で子どもは過ごし，夕方に指定
保育所から送迎保育ステーションにバスで送迎し，保護
者が来るまで預かるシステムである（図 2.1）． 
 
 
図 2.1 送迎保育ステーションのシステム 
 
 送迎保育ステーションの設置目的として，利便性を求
める保育所利用者側のニーズと空きがある保育所を有効
利用することによる待機児童の解消が期待されている． 
 
3 横浜市 
3.1 事例対象地域 
 本研究では横浜市鶴見区を事例としてモデルを適用
する．横浜市北東部に位置しており，港北区や神奈川区，
川崎市等の商業地帯に隣接している地域である（図 3.1）． 
 
図 3.1 横浜市 
 
3.2 保育所 
 横浜市の保育所には様々な種類の保育所と定義が存
在する．大きく分けて３つの種類が存在する．１つ目は，
行政が認定している認可保育所である．認可保育所の中
でも，市立と民間が存在する．認定子ども園（幼保連携
型）も認可保育所に含まれる．２つ目は，家庭的保育事
業である．自宅等で市町村の認定を受けた家庭的保護者
が児童を保育する事業であり，市長の認定を受けた福祉
員や NPO法人のノウハウを活用し，保育に欠ける低年
齢児を家庭的な雰囲気の中で保育を行っている．３つ目
は，行政による認可を受けていない認可外保育施設であ
る．横浜保育室と呼ばれる横浜市独自の水準で市が認定
した認可外保育施設で，自宅を改築し保育所として運用
している認可外保育施設もある． 
 
3.3 待機児童 
 待機児童の定義とは“希望する保育所が満員である等
の理由で保育所に入所できない状態にある児童のこと”
である．待機児童の増加は子どもを持つ女性の働く意欲
や，社会的地位まで奪うことに繋がると考えられる． 
 次に，横浜市の待機児童の状況について述べる．まず
始めに，政府や自治体が公表している待機児童数につい
ては，少なくとも次の３点に注意する必要がある． 
 １点目は，公表されている待機児童数は，認可保育所
の待機児童数のみであり，認可保育所に入所申し込みを
していない認可外保育施設の待機児童数は含まれていな
い．よって，実際の待機児童数は，公表されている待機
児童数よりも多いと考えられる． 
 ２点目は，待機児童の定義である．待機児童の定義は
2002年に改定され，2002年以降の待機児童数は新定義
による人数が公表されている．しかし，旧定義に比べて
新定義の待機児童数は大幅に少ない．旧定義と新定義の
差を理解しやすいように 2010年の横浜市待機児童の状
況を表 3.1に示す． 
・旧定義待機児童数（C）＝（A）－（B） 
・新定義待機児童数（G）＝（C）－（D）－（E）－（F） 
 ３点目は，潜在的な保育所需要の存在である．待機児
童の多い状況下では，選考の厳しい認可保育所の入所は
不可能と考えて，入所申込をしていない家庭も多く，潜
在需要も含めた待機児童数は，公表されている待機児童
数よりも相当多いと考えられる． 
 
表 3.1 待機児童の状況 
区分 2010年 
就学前児童数 193,584 
認可保育所申込者数（A） 41,933 
入所児童数（B） 38.331 
入所保留児童数（C）＝（A）－（B） 3,602 
 横浜保育室等入所数（D） 1,020 
 横浜保育室 989 
家庭保育事業 19 
幼稚園預かり保育 12 
一時保育・一時預かり施設 - 
育休関係（E） - 
特定保育園のみの申込者等（F） 1,030 
待機児童数（G）＝（C）－（D）－（E）－（F） 1,552 
 
4 送迎保育ステーション配置モデル 
4.1 配置場所決定方法 
 送迎保育ステーション配置場所の決定方法としては，
保育所や駅を送迎保育ステーションの候補地として，保
育所利用者の移動コストとバスでの送迎コスト，待機児
童が発生することによるコストの総コストを最小化する
ステーション配置場所を決定する．送迎保育ステーショ
ン（以下ステーション）候補地の保育所は認可保育所と
する． 
 
4.2 需要量推定モデル 
 需要量推定モデルとは，2011年横浜市町丁目年齢別人
口データを働く女性のデータを基に比例配分を行い，保
育所入所希望率をかけた値とし，働く女性が持つ子ども
の保育所に対する需要量を推定する． 
子どもを持つ働く女性は，大都市交通センサス[1]を基
に仮定する．具体的には，電車利用目的が通勤で，アク
セス手段が徒歩の出産可能年齢（15 歳から 49 歳）の女
性とする． 
入所希望率とは，認可在所児童数に入所待ち児童数を
足した値を対象地域の総児童数で割った値とする．鶴見
区の入所希望率は表 3.2 に掲載する．この表は，横浜市
HP にある行政区別保育所利用者の現状と，年齢別人口
データ，各保育所の年齢別定員人数を集計したものであ
る．保育所の定員人数であるが，保育所によっては，年
齢毎に細かく設定していない保育所もあったため，平均
値を取って，振り分けた．鶴見区入所希望率は，各年齢
ともに若干の差はあったものの，約 34％であった． 
 
表 4.1 鶴見区の年齢別保育所利用者の現状 
 0歳～2歳児 3歳～5歳児 合計値 
認可保育所定員人数 1,369人 1,813人 3,182人 
入所希望者数 2,722人 2,525人 5,247人 
 入所者 1,540人 2,171人 3,711人 
入所待ち者 1,182人 354人 1,536人 
総児童数 7,980人 7,462人 15,442人 
入所希望率 34％ 34％ 34％ 
 
4.3 定式化 
 送迎保育ステーション配置モデルを定式化する．定式
化を行うために以下の記号を定義する． 
・集合  
 ：需要点の集合  ：保育所の集合 
  ：駅の集合  ：候補地の集合(  +   ) 
・添え字  
 ：需要点の番号  ：保育所の番号 
 ：候補地の番号  ：駅の番号 
・決定変数 
      ：需要点から保育所に立ち寄り，駅へ向かう人数 
      ：需要点から候補地に立ち寄り，駅へ向かう人数 
     ：保育所から保育所への送迎人数 
      ：待機児童数 
    ：候補地に配置する場合 1，しない場合 0 
・入力データ 
     ：需要点から保育所への距離 
     ：候補地から保育所への距離 
     ：候補地から保育所への距離 
     ：候補地から駅への距離 
     ：保育所から駅への距離 
     ：需要量 
   ：施設数 
    ：保育所定員人数 
   ：0~1の値 
   ：大きな値 
      ：通園限界距離 
 
 定式化したものは次のようになる． 
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 各式の意味は以下のとおりである． 
(1)式：保育所利用者側の移動コスト（第一項，第二項）
と送迎コスト（第三項），待機児童が発生コスト（第四項）
の総和を最小化する．(2)式：保育所利用者数と待機児童
数は需要量と等しい．(3)式：ステーション利用者は送迎
人数と等しい．(4)式：配置する施設数．(5)式：保育所利
用者と送迎者は定員人数以下となる．(6)式：ステーショ
ン利用者はステーション定員人数以下となる．(7)式：保
育所利用者の通園限界距離．(8)式：ステーション利用者
の通園限界距離．(9)式：バイナリ変数制約． 
 
5 計算機実験 
5.1 鶴見区集計結果 
 需要点は町丁目を単位とする．定員人数は 0 歳から 2
歳児の合計人数，3 歳から 5 歳児の合計人数の 2 種類を
扱う．尚，年齢別定員人数が不明の保育所に関しては，
平均値をとって割り当てた．距離に関しては直線距離を
用いる．集計結果は以下に示す． 
・需要点数：130ヶ所 ・認可保育所数：33ヶ所 
・駅数：21ヶ所 ・候補地：54ヶ所 
・定員人数（0歳から 2歳）：1,369人 
・定員人数（3歳から 5歳）：1,813人 
 需要量推定モデルより， 
・需要量（0 歳から 2歳）：2,884人 
・需要量（3 歳から 5歳）：2,700人 
となった． 
 
5.2 パラメータ 
次に，パラメータの設定を行う．パラメータ ＝0.1と
する．施設数 は 0，1，2の 3種類，通園限界距離    も
同様に 500m，750m，1000m の 3 種類を扱う．時間に
して約 10 分，15 分，20 分圏内である[2]．以上を基に，
ステーションを配置することによる空き保育所と待機児
童数の変化を求める． 
 
5.3 計算結果 
 0 歳から 2 歳児と 3 歳から 5 歳児の場合で計算結果を
示す． 
・0歳から 2歳児 
 0 歳から 2 歳児の場合のステーションの配置場所は，
以下のような結果となった（図 5.1，表 5.1）．円は各需
要点における 0 歳から 2 歳児の需要量を 10 人 5 階級で
示している．空きがある保育所の変化に関しては，表 5.2
に示す．斜線部分は需要量が多過ぎるため，配置しても
効果が無かった場所である． 
 
 
図 5.1 需要量分布とステーション配置場所 
 
表 5.1 ステーション配置場所 
      =500     ＝750     ＝1000 
 ＝1 ・鶴見駅   
 ＝2    
表 5.2 空きがある保育所の変化 
      =500     ＝750     ＝1000 
 ＝0 4ヶ所 0ヶ所 0ヶ所 
 ＝1 0ヶ所   
 ＝2    
 
0歳から 2歳児の場合，    ＝500のとき鶴見駅が配置
場所として選ばれた．需要量の約 50％が鶴見駅を利用し
ており，このように需要が多い場所にステーションを配
鶴見駅 
置することは効果が得られると考えられる．しかし，
750m，1000m以内の保育所は全て埋まったため，ステ
ーションの効果は得られなかった． 
 
・3歳から 5歳児 
 3 歳から 5 歳児も同様の処理を行い，ステーションの
配置場所は，以下のような結果となった（図 5.2，表 5.4）．
空きがある保育所の変化に関しては，表 5.4に示す． 
 
図 5.2 需要量分布とステーション配置場所 
 
表 5.3 ステーション配置場所 
      =500     ＝750     ＝1000 
 ＝1 ・鶴見市場駅 ・尻手駅  
 ＝2 ・鶴見市場駅 
・ねむの樹 
・鶴見駅 
・実遊中央保育園 
 
 
 
表 5.4 空きがある保育所の変化 
      =500     ＝750     ＝1000 
 ＝0 7ヶ所 2 ヶ所 0ヶ所 
 ＝1 3ヶ所 2 ヶ所  
 ＝2 3ヶ所 0 ヶ所  
 
3歳から 5歳児の場合，    ＝500，750のときで配置場
所が変わり，鶴見市場駅と尻手駅が選ばれた．双方共に
需要量の約 5％の場所である．3歳から 5歳児も同様に鶴
見駅への需要量は約 50％となったが，利用者の立ち寄る
移動コストを考えた場合，ステーションを配置する効果
が得られると考えられる． 
 
次に，3歳から 5歳児で     =500の場合を例として，
各需要点における待機児童数の変化をステーション配置
場所と共に示した（図 5.3 から図 5.5）．ステーションを
配置することによって，待機児童が解消されていく様子
が分かる．つまり， ＝0 のときに通勤途中徒歩 10 分圏
内で子どもを預けられなかった利用者の空間的なミスマ
ッチを解消したといえる． 
 
 
図 5.3  ＝0の待機児総数（1,236人） 
 
図 5.4  ＝1の待機児総数（1,136人） 
 
図 5.5  ＝2の待機児総数（1,047人） 
 
6 結論 
 ステーションを配置することにより，空き保育所や待
機児童は減少した．しかし，通園限界距離が 750m，
1000mのときはあまり効果が得られなかった．需要が全
体的に多過ぎる場合，現モデルでは良い結果が得られな
いことが分かる．つまり，この場合では保育所の拡充や
定員人数増加の策が必要であり，今後の課題として保育
所を拡充することのコストとステーション設置コストの
大小関係を比較する様なモデルを取り入れる必要がある． 
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